
議案第３３号 

 

 

大田市立認定こども園条例制定について 

 

 

大田市立認定こども園条例を、別紙のとおり制定するものとする。 

 

 

 

 

令和８年８月３１日提出 

 

 

大田市長 楫 野 弘 和   
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大田市条例第  号 

   大田市立認定こども園条例 

 （設置） 

第１条 小学校就学前の子どもに対する教育及び保育並びに保護者に

対する子育て支援の総合的な提供を推進するため、就学前の子ども

に関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律（平成１

８年法律第７７号）第２条第７項に規定する幼保連携型認定こども

園として、大田市立認定こども園（以下「認定こども園」という。

）を設置する。 

 （名称及び位置） 

第２条 認定こども園の名称及び位置は、次のとおりとする。 

名称 位置 

大田市立おおだこど

も園 

幼稚園部 大田市大田町大田イ５９７

番地 

保育園部 大田市大田町大田イ５７５

番地７ 

 （保育料） 

第３条 認定こども園に入所する児童（児童福祉法（昭和２２年法律

第１６４号）第２４条第５項又は第６項の規定による措置に係る児

童を除く。）の保護者は、保育料を納付しなければならない。 

２ 前項の保育料の額は、子ども・子育て支援法（平成２４年法律第

６５号。以下「法」という。）第２７条第３項第１号の内閣総理大

臣が定める基準により算定した費用の額（その額が現に保育に要し

た費用の額を超えるときは、当該現に保育に要した費用の額）とす

る。 

３ 前項に規定する保育料のうち保護者が負担する額は、法第２７条
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第３項第２号に規定する政令で定める額の最も高い額を上限として、

規則で定める額とする。 

（保育料の減免） 

第４条 市長は、特別の事由があると認めるときは、保育料を減免す

ることができる。 

（委任） 

第５条 この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定める。 

附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、令和９年４月１日から施行する。ただし、次項の規

定は、公布の日から施行する。 

 （準備行為） 

２ 認定こども園の入園に関する手続その他の必要な準備行為は、こ

の条例の施行前においても行うことができる。 

 （大田市立保育所の設置及び管理に関する条例の一部改正） 

３ 大田市立保育所の設置及び管理に関する条例（平成１７年大田市

条例第１０７号）の一部を次のように改正する。 

別表第１大田市立大田保育園の項を削る。 

 （大田市立学校設置に関する条例の一部改正） 

４ 大田市立学校設置に関する条例（平成１７年大田市条例第８３号

）の一部を次のように改正する。 

第１条中「並びに第２２条」及び「並びに幼稚園」を削る。 

第２条中「並びに幼稚園」を削る。 

別表中 

 「 

３ 幼稚園 
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幼稚園名 所在地 

大田市立大田幼稚園 大田市大田町大田イ５９７番地 

」を 

 削る。 

 （大田市子ども・子育て支援推進会議条例の一部改正） 

５ 大田市子ども・子育て支援推進会議条例（平成２５年大田市条例

第１４号）の一部を次のように改正する。 

第２条第２号中「幼稚園」を「認定こども園」に改める。 

（大田市立学校の学校医、学校歯科医及び学校薬剤師の公務災害補

償に関する条例の一部改正） 

６ 大田市立学校の学校医、学校歯科医及び学校薬剤師の公務災害補

償に関する条例（平成１７年大田市条例第８２号）の一部を次のよ

うに改正する。 

 第１条中「市立学校」を「市が設置する学校教育法（昭和２２年

法律第２６号）第１条に規定する学校（小学校及び中学校に限る。

）及び就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進

に関する法律（平成１８年法律第７７号）第２条第７項に規定する

幼保連携型認定こども園」に改める。 

 第２条第１項中「以下「教育委員会」」を「幼保連携型認定こど

も園の学校医等にあっては、市長。以下「教育委員会等」」に改め、

同条第２項中「教育委員会」を「教育委員会等」に改める。  

 第４条中「教育委員会」を「教育委員会等」に改める。 

 第５条中「教育委員会規則」の次に「（幼保連携型認定こども園

の学校医等に係る事項にあっては、規則）」を加える。 
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   大田市立認定こども園条例制定に関する説明資料 

 

１ 制定の理由 

  大田市立大田保育園及び大田市立大田幼稚園を統合し、幼保連携

型認定こども園を新たに設置するため、条例を制定する。 

 

２ 制定の内容 

 ⑴ 第１条（設置） 

  小学校就学前の子どもに対する教育及び保育並びに保護者に対す

る子育て支援の総合的な提供を推進するため、就学前の子どもに関

する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律第２条第７項

に規定する幼保連携型認定こども園として、大田市立認定こども園

（以下「認定こども園」という。）を設置することを規定 

 ⑵ 第２条（名称及び位置） 

  認定こども園の名称及び位置を規定 

名称 位置 

大田市立おおだこど

も園 

幼稚園部 大田市大田町大田イ５９７

番地 

保育園部 大田市大田町大田イ５７５

番地７ 

 ⑶ 第３条（保育料） 

  ① 認定こども園に入所する児童の保護者は、保育料を納付しな

ければならないことを規定 

  ② ①の保育料の額は、子ども・子育て支援法第２７条第３項第

１号の内閣総理大臣が定める基準により算定した費用の額（そ

の額が現に保育に要した費用の額を超えるときは、当該現に保

育に要した費用の額）とすることを規定 
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  ③ ②に規定する保育料のうち保護者が負担する額は、政令で定

める額の最も高い額を上限として、規則で定める額とすること

を規定 

 ⑷ 第４条（保育料の減免） 

  市長は、特別の事由があると認めるときは、保育料を減免するこ

とができることを規定 

 ⑸ 第５条（委任） 

  この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定めることを規定 

 

３ 施行期日等 

 ⑴ 令和９年４月１日から施行する。ただし、準備行為の規定は、

公布の日から施行する。 

 ⑵ 認定こども園の入園に関する手続その他の必要な準備行為は、

この条例の施行前においても行うことができる。 

 ⑶ 大田市立保育所の設置及び管理に関する条例の一部改正  

  ・大田市立保育所の名称及び位置の表から、「大田市立大田保育

園」の項を削り、当該園を廃止する。 

 ⑷ 大田市立学校設置に関する条例の一部改正 

  ・「幼稚園」に関する規定を削除し、「大田市立大田幼稚園」を

廃止する。 

 ⑸ 大田市子ども・子育て支援推進会議条例の一部改正 

  ・大田市子ども・子育て支援推進会議が所掌する事務のうち「幼

稚園、保育所等の利用定員の設定に関し意見を述べること。」

を「認定こども園、保育所等の利用定員の設定に関し意見を述

べること。」に改める。 

 ⑹ 大田市立学校の学校医、学校歯科医及び学校薬剤師の公務災害

補償に関する条例の一部改正 

  ・幼保連携型認定こども園の学校医等を対象に加える改正を行う。 
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議案第３４号 

 

 

大田市職員の給与に関する条例の一部を改正する条例制定につ

いて 

 

 

大田市職員の給与に関する条例の一部を改正する条例を、別紙のと 

 

おり制定するものとする。 

 

 

令和８年８月３１日提出 

 

 

大田市長 楫 野 弘 和   
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大田市条例第  号 

大田市職員の給与に関する条例の一部を改正する条例 

大田市職員の給与に関する条例（平成１７年大田市条例第４８号）

の一部を次のように改正する。 

別表第３中「１，０８０円」を「１，４４０円」に改める。 

附 則 

１ この条例は、公布の日から施行し、この条例による改正後の大田

市職員の給与に関する条例（以下「給与条例」という。）の規定は、

令和８年４月１日から適用する。 

２ この条例による改正前の給与条例の規定に基づいて支給された給

与は、この条例による改正後の給与条例の規定による給与の内払と

みなす。 
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大田市職員の給与に関する条例の一部改正に関する説明資料 

 

１ 改正の理由 

 

災害対策基本法に基づく避難指示区域等の危険区域において、救

助活動などに従事する職員に対する特殊勤務手当の適切な支給につ

いて、国から通知があったことを踏まえ、これに準じた所要の改正

を行うもの。 

 

２ 改正の内容 

 

災害応急作業等業務に係る特殊勤務手当の額を以下のとおり改定

する。 

区分 現行 改定後 

災害応急作業等業務 日額 1,080 円  日額 1,440 円  

次のいずれかに該当する場合は、上記の額

に、それぞれに定める額を加算して支給す

るものとする（同一日において、次のいず

れにも該当する場合は、イに定める額を加

算する。）。 

ア 夜間(日没時から日出時までの間をい

う。）に作業が行われた場合 100 分の

50 に相当する額 

イ 災害対策基本法（昭和 36 年法律第 223

号）、大規模地震対策特別措置法（昭和

53 年法律第 73 号）その他の法令等に基

づき設定され、立入禁止、退去命令等の

措置がなされた区域、又は市長が著しく

危険と認める区域で作業が行われた場合

 100 分の 100 に相当する額 

（別表第３） 
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３ 施行期日等 

 

公布の日から施行し、令和８年４月１日から適用する。 
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議案第３５号 

 

 

大田市立学校施設等使用条例等の一部を改正する条例制定につ

いて 

 

 

大田市立学校施設等使用条例等の一部を改正する条例を、別紙のと 

 

おり制定するものとする。 

 

 

令和８年８月３１日提出 

 

 

大田市長 楫 野 弘 和   
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大田市条例第  号 

   大田市立学校施設等使用条例等の一部を改正する条例 

 （大田市立学校施設等使用条例の一部改正） 

第１条 大田市立学校施設等使用条例（平成１７年大田市条例第８５

号）の一部を次のように改正する。 

  別表を次のように改める。 

 別表（第７条関係） 

区分 使用料（１時間当たり） 

体育館 ４００円 

  備考 

   １ 中学生以下（市内に住所を有する者に限る。）の使用は、

無料とする。 

   ２ 高校生（市内に住所を有する者に限る。）の使用は、この

表に定める金額の５割相当額とする。 

   ３ 大田市民（市内に住所を有する者及び市内に主たる活動拠

点を有する団体）以外の者が使用する場合は、この表に定め

る金額の１０割相当額を加算する。ただし、高校生以下（前

２号に規定するものを除く。）が使用する場合は、この限り

でない。 

   ４ 体育館の２分の１を使用する場合は、この表に定める金額

（前各号に該当する場合は、当該規定により算定した額）の

５割相当額とする。 

   ５ 使用時間が１時間未満であるときは、１時間とし、使用時

間が１時間を超える場合において１時間未満の端数があると

きは、これを１時間として計算する。 

   ６ 使用料の額には、消費税及び地方消費税相当額を含む。 

 （大田市山村留学センターの設置及び管理に関する条例の一部改正 

 ） 

第２条 大田市山村留学センターの設置及び管理に関する条例（平成

１７年大田市条例第８８号）の一部を次のように改正する。 

  別表を次のように改める。 
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 別表（第８条関係） 

 ⑴ 留学生室、外来者宿泊室 

施設名 使用形態 使用料（１人当たり） 

留学生室 長期の山村留学活動で使用 

する場合 

月額 ４２，０００円 

上記以外で使用する場合 １泊 ３，３００円 

外来者宿泊室 長期の山村留学活動以外で 

使用する場合 

１泊 ３，３００円 

  備考 

   １ 長期の山村留学活動で使用する場合の使用料は、月の中途

において使用を始め、又は終了する場合においても１月とし

て計算する。 

   ２ 長期の山村留学活動で使用する場合の８月分の使用料は、

徴収しない。 

   ３ 使用料の額には、消費税及び地方消費税相当額を含む。 

 ⑵ 研修室 

施設名 使用料（１時間当たり） 

研修室Ａ（ステージを含む。） ５００円 

研修室Ｂ ５００円 

研修室Ｃ ５００円 

  備考 

   １ 中学生以下（市内に住所を有する者に限る。）の使用は、

無料とする。 

   ２ 高校生（市内に住所を有する者に限る。）の使用は、この

表に定める金額の５割相当額とする。 

   ３ 使用時間が１時間未満であるときは、１時間とし、使用時

間が１時間を超える場合において１時間未満の端数があると

きは、これを１時間として計算する。 

   ４ 使用料の額には、消費税及び地方消費税相当額を含む。 

 （大田市体育施設の設置及び管理に関する条例の一部改正） 
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第３条 大田市体育施設の設置及び管理に関する条例（平成１７年大

田市条例第９５号）の一部を次のように改正する。 

別表第１中 

 「 

馬路地区体育館 大田市仁摩町馬路８３６番地１ 

湯里地区体育館 大田市温泉津町湯里１６５５番地 

」を 

 「 

湯里地区体育館 大田市温泉津町湯里１６５５番地 

」に 

改める。 

  別表第２を次のように改める。 

 別表第２（第５条、第１０条関係） 

施設名 使用料（１時間当たり） 

大田市民第２球場 ６００円 

大田運動公園 ６００円 

湯里地区体育館 ４００円 

井田地区体育館 ４００円 

大代地区体育館 ４００円 

富山地区体育館 ４００円 

池田地区体育館 ４００円 

五十猛地区体育館 ４００円 

鳥井地区体育館 ４００円 

  備考 

   １ 中学生以下（市内に住所を有する者に限る。）の使用は、

無料とする。ただし、大田運動公園を使用する場合は、この

表に定める金額の５割相当額とする。 

   ２ 高校生（市内に住所を有する者に限る。）の使用は、この

表に定める金額の５割相当額とする。 

   ３ 大田市民（市内に住所を有する者及び市内に主たる活動拠

点を有する団体）以外の者が使用する場合は、この表に定め

る金額の１０割相当額を加算する。ただし、高校生以下（前

-22-



２号に規定するものを除く。）が使用する場合は、この限り

でない。 

   ４ 営利を目的として使用する場合は、この表に定める金額の

１０割相当額を加算する。 

   ５ 入場料又はこれに類するものを徴収して使用する場合は、

この表に定める金額の２０割相当額を加算する。 

   ６ 多目的広場又は体育館の２分の１を使用する場合は、この

表に定める金額（前各号に該当する場合は、当該規定により

算定した額）の５割相当額とする。 

   ７ 別表第１に規定する使用時間を超えて施設を使用する場合

は、この表に定める金額（前各号に該当する場合は、当該規

定により算定した額）の２割相当額を加算する。 

   ８ 使用時間が１時間未満であるときは、１時間とし、使用時

間が１時間を超える場合において１時間未満の端数があると

きは、これを１時間として計算する。 

   ９ 使用料の額には、消費税及び地方消費税相当額を含む。 

 （大田市森林総合利用施設櫛島森林公園の設置及び管理に関する条 

 例の一部改正） 

第４条 大田市森林総合利用施設櫛島森林公園の設置及び管理に関す

る条例（平成１７年大田市条例第１７１号）の一部を次のように改

正する。 

  第２条の表を次のように改める。 

名称 位置 

櫛島森林公園 大田市温泉津町温泉津イ３３７番地周辺区域 

  別表第２を次のように改める。 

 別表第２（第８条関係） 

有料施設の 

名称 

区分 単位 使用料 

林間キャン 

プ場 

宿泊 大人（中学生以上 

） 

１泊１人につき １，７００円 
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小人（小学生） １泊１人につき １，２００円 

宿泊以外 １区画につき（ 

５人まで） 

１，７００円 

  備考 

   １ 宿泊以外の使用において、１区画につき６人以上使用する

場合は、６人目から１人につき１５０円をこの表に定める金

額に加算する。 

   ２ 宿泊の場合の使用時間は、午後３時から翌日の午前１１時

までとする。宿泊以外の場合の使用時間は、午前１１時から

午後３時までとする。 

   ３ 乳幼児の使用は、無料とする。 

   ４ 使用料の額には、消費税及び地方消費税相当額を含む。 

 （大田市営住宅条例の一部改正） 

第５条 大田市営住宅条例（平成１７年大田市条例第２０９号）の一

部を次のように改正する。 

  別表第３を次のように改める。 

 別表第３（第５７条関係） 

施設の名称 建設年度 使用料（１区画・月額） 

高浜市営住宅駐車場 平成１２年度 ３，２００円 

日ノ本市営住宅駐車場 昭和５３年度 ３，２００円 

  備考 金額には、消費税及び地方消費税相当額を含む。 

 （大田市一般市営住宅管理条例の一部改正） 

第６条 大田市一般市営住宅管理条例（平成１７年大田市条例第２１

１号）の一部を次のように改正する。 

  別表第２を次のように改める。 

 別表第２（第５条関係） 

施設の名称 使用料（１区画・月額） 

メゾン栄駐車場 ３，２００円 

ハイツ吉浦駐車場 ３，２００円 

  備考 金額には、消費税及び地方消費税相当額を含む。 
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 （大田市特定公共賃貸住宅条例の一部改正） 

第７条 大田市特定公共賃貸住宅条例（平成１７年大田市条例第２１

２号）の一部を次のように改正する。 

  別表第２を次のように改める。 

 別表第２（第３６条関係） 

施設の名称 建設年度 使用料（１区画・月額） 

高浜特定公共賃貸住宅駐

車場 

平成１４年度 ３，２００円 

清石特定公共賃貸住宅駐

車場 

平成４年度 ３，２００円 

  備考 金額には、消費税及び地方消費税相当額を含む。 

   附 則 

 この条例は、令和９年４月１日から施行する。ただし、第４条中大

田市森林総合利用施設櫛島森林公園の設置及び管理に関する条例第２

条の改正規定は、公布の日から施行する。 
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   大田市立学校施設等使用条例等の一部改正に関する説明資料 

 

 

１ 改正の理由 

  「大田市使用料及び手数料の見直しに関する基本方針」に基づき、

直営施設については３年ごとに使用料の見直しを行うこととしてお

り、この度、定期見直しの時期を迎えることから、使用料を適正な

料金に改定するため、所要の改正等を行うもの。 

 

２ 改正の内容（新旧比較表は別紙のとおり） 

  第１条 大田市立学校施設等使用条例 

  第２条 大田市山村留学センターの設置及び管理に関する条例 

  第３条 大田市体育施設の設置及び管理に関する条例 

  第４条 大田市森林総合利用施設櫛島森林公園の設置及び管理に

関する条例 

  第５条 大田市営住宅条例 

  第６条 大田市一般市営住宅管理条例 

  第７条 大田市特定公共賃貸住宅条例 

 

３ 施行期日 

  令和９年４月１日から施行する。ただし、大田市森林総合利用施

設櫛島森林公園の設置及び管理に関する条例第２条の改正規定は、

公布の日から施行する。 
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新旧比較表 

 

１ 大田市立学校施設等使用条例 

⑴ 学校体育館 使用料                （単位：円／1時間当たり） 

区分 現行 改正案 

体育館 300 400 

 

２ 大田市山村留学センターの設置及び管理に関する条例 

⑴ 留学生室、外来者宿泊室 使用料                      （単位：円／1人当たり） 

施設名 使用形態 現行 改正案 

留学生室 
長期の山村留学活動で使用する場合 月額 36,000 月額 42,000 

上記以外で使用する場合 1泊 3,000 1泊 3,300 

外来者宿泊室 長期の山村留学活動以外で使用する場合 1泊 3,000 1泊 3,300 

 

⑵ 研修室 使用料                  （単位：円／1時間当たり） 

施設名 現行 改正案 

研修室Ａ(ステージを含む。) 400 500 

研修室Ｂ 400 500 

研修室Ｃ 400 500 

 

３ 大田市体育施設の設置及び管理に関する条例 

      （単位：円／1時間当たり） 

施設名 現行 改正案 

大田市民第２球場 600 600（変更なし） 

大田運動公園 600 600（変更なし） 

馬路地区体育館 300 400 

湯里地区体育館 300 400 

井田地区体育館 300 400 

大代地区体育館 300 400 

富山地区体育館 300 400 

池田地区体育館 300 400 

五十猛地区体育館 300 400 

鳥井地区体育館 300 400 

別紙 
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４ 大田市森林総合利用施設櫛島森林公園の設置及び管理に関する条例 

⑴ 林間キャンプ場 使用料                         （単位：円） 

区分 単位 現行 改正案 

宿泊 

大人(中学生以上) 1泊1人につき 1,400 1,700 

小人(小学生) 1泊1人につき 900 1,200 

宿泊以外 1区画につき（5人まで） 1,400 1,700 

 

 ⑵ 櫛島森林公園の位置について小字を削除する。 

現行 改正案 

大田市温泉津町温泉津江島周辺区域 大田市温泉津町温泉津イ337番地周辺区域 

 

５ 大田市営住宅条例 

                        （単位：円／1区画・月額） 

施設の名称 現行 改正案 

高浜市営住宅駐車場 3,143 3,200  

日ノ本市営住宅駐車場 2,619 3,200 

 

６ 大田市一般市営住宅管理条例 

                        （単位：円／1区画・月額） 

施設の名称 現行 改正案 

メゾン栄駐車場 3,143 3,200  

ハイツ吉浦駐車場 3,143 3,200 

 

７ 大田市特定公共賃貸住宅条例 

                        （単位：円／1区画・月額） 

施設の名称 現行 改正案 

高浜特定公共賃貸住宅駐車場 3,143 3,200  

清石特定公共賃貸住宅駐車場 3,143 3,200 
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議案第３６号 

 

 

大田市地域振興を促進するための固定資産税の課税免除等に関

する条例の一部を改正する条例制定について 

 

 

大田市地域振興を促進するための固定資産税の課税免除等に関する 

 

条例の一部を改正する条例を、別紙のとおり制定するものとする。 

 

 

令和８年８月３１日提出 

 

 

大田市長 楫 野 弘 和   
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大田市条例第  号 

大田市地域振興を促進するための固定資産税の課税免除等に関

する条例の一部を改正する条例 

大田市地域振興を促進するための固定資産税の課税免除等に関する

条例（平成１７年大田市条例第５５号）の一部を次のように改正する。 

第３条中「、当該対象施設の用に供する」の次に「機械及び装置、

」を加える。 

   附 則 

 この条例は、経済社会情勢の変化を踏まえた企業の事業活動の持続

的な発展を図るための産業競争力強化法等の一部を改正する法律（令

和８年法律第２９号）附則第１条第２号の政令で定める日又はこの条

例の公布の日のいずれか遅い日から施行する。 
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大田市地域振興を促進するための固定資産税の課税免除等に関

する条例の一部改正に関する説明資料 

 

 

１ 改正の理由 

 

地域経済牽引事業の促進による地域の成長発展の基盤強化に関す

る法律の一部改正に伴い、所要の改正を行うもの。 

 

２ 改正の内容 

 

県知事の承認を受けた地域経済牽引事業計画に基づき、対象事業

の用に供するための施設を設置し、承認事業を行う者に対する固定

資産税の課税免除の対象資産に、当該家屋、構築物、それらの敷地

となる土地に加え、機械及び装置を追加するもの。 

（第３条） 

 

３ 施行期日 

 

  経済社会情勢の変化を踏まえた企業の事業活動の持続的な発展を

図るための産業競争力強化法等の一部を改正する法律附則第１条第

２号の政令で定める日又はこの条例の公布の日のいずれか遅い日か

ら施行する。 
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議案第３７号 

 

 

大田市認可地縁団体印鑑条例の一部を改正する条例制定につい

て 

 

 

大田市認可地縁団体印鑑条例の一部を改正する条例を、別紙のとお 

 

り制定するものとする。 

 

 

令和８年８月３１日提出 

 

 

大田市長 楫 野 弘 和   
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大田市条例第  号 

   大田市認可地縁団体印鑑条例の一部を改正する条例 

大田市認可地縁団体印鑑条例（平成１７年大田市条例第１３３号）

の一部を次のように改正する。 

第２条第１号中「平成元年法律第６７号」を「平成元年法律第９１

号」に改め、同条第４号中「第２６０条の２４」の次に「又は第２６

０条の２５」を加える。 

第１２条中「第１９条第１項第１号ト」を「第１８条の３第１項第

７号」に改める。 

附 則 

この条例は、令和８年１０月１日又はこの条例の公布の日のいずれ

か遅い日から施行する。 
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大田市認可地縁団体印鑑条例の一部改正に関する説明資料 

 

１ 改正の理由 

 

地方自治法施行規則の一部改正に伴い、所要の改正を行うもの。 

 

２ 改正の内容 

 ⑴ 代理人について規定する条項の移動による改正 

「第１９条第１項第１号ト」を「第１８条の３第１項第７号」

に改める。 

（第１２条） 

 

３ 施行期日 

 

令和８年１０月１日又はこの条例の公布の日のいずれか遅い日か

ら施行する。 
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議案第３８号 

 

 

大田市廃棄物の処理及び再生利用等の促進に関する条例の一部

を改正する条例制定について 

 

 

大田市廃棄物の処理及び再生利用等の促進に関する条例の一部を改 

 

正する条例を、別紙のとおり制定するものとする。 

 

 

令和８年８月３１日提出 

 

 

大田市長 楫 野 弘 和   
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大田市条例第  号 

   大田市廃棄物の処理及び再生利用等の促進に関する条例の一部

を改正する条例 

 大田市廃棄物の処理及び再生利用等の促進に関する条例（平成１７

年大田市条例第１２４号）の一部を次のように改正する。 

 第１０条第１項中第６号を第７号とし、第５号の次に次の１号を加

える。 

 ⑹ 非常災害時における前２号に掲げる事項に関する施策に関する

事項 

 第１１条第２項中「第３項」を「第４項」に改める。 

   附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 
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   大田市廃棄物の処理及び再生利用等の促進に関する条例の一部 

   改正に関する説明資料 

 

 

１ 改正の理由 

 

廃棄物の処理及び清掃に関する法律の一部改正に伴い、所要の改

正を行うもの。 

 

２ 改正の内容 

 ⑴ 一般廃棄物処理計画で定める事項の追加 

１ 一般廃棄物の発生量及び処理量の見込み - 

２ 一般廃棄物の排出抑制のための方策に関する事項 - 

３ 分別して収集するものとした一般廃棄物の種類及び 

分別の区分 

- 

４ 一般廃棄物の適正な処理及びこれを実施する者に関

する基本的事項 

- 

５ 一般廃棄物の処理施設の整備に関する事項 - 

６ 非常災害時における前２号に掲げる事項に関する施

策に関する事項 

新規 

７ その他一般廃棄物の処理に関し必要な事項 - 

（第１０条） 

 ⑵ 引用条項の移動 

「第３項」を「第４項」に改める。 

（第１１条） 

 

３ 施行期日 

 

公布の日から施行する。 
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議案第３９号 

 

 

大田市立保育所の設置及び管理に関する条例の一部を改正する

条例制定について 

 

 

大田市立保育所の設置及び管理に関する条例の一部を改正する条例 

 

を、別紙のとおり制定するものとする。 

 

 

令和８年８月３１日提出 

 

 

大田市長 楫 野 弘 和   
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大田市条例第  号 

   大田市立保育所の設置及び管理に関する条例の一部を改正する

条例 

 大田市立保育所の設置及び管理に関する条例（平成１７年大田市条

例第１０７号）の一部を次のように改正する。 

 第８条に次の１項を加える。 

３ 前項に規定する保育料のうち保護者が負担する額は、法第２７条

第３項第２号に規定する政令で定める額の最も高い額を上限として、

規則で定める額とする。 

 別表第１大田市立池田保育園の項及び大田市立温泉津保育所湯里分

園の項を削る。 

   附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。ただし、別表第１の改正規定

は、令和９年４月１日から施行する。 
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大田市立保育所の設置及び管理に関する条例の一部改正に関す

る説明資料 

 

１ 改正の理由 

 

  「大田市公立保育所再編基本計画」に基づき、池田保育園及び温

泉津保育所湯里分園を廃止するため、所要の改正を行うもの。 

  併せて、保育料について、保護者が負担する額に関する規定を明 

確化するため、所要の改正を行うもの。 

 

 

２ 改正の内容 

 

 ⑴ 保育料のうち、保護者が負担する額を規則で定める旨の規定を

追加する。 

（第８条） 

 

 ⑵ 大田市立保育所の名称及び位置の表から、大田市立池田保育園

及び大田市立温泉津保育所湯里分園の項を削り、当該園を廃止

する。 

                         （別表第１） 

 

 

３ 施行期日 

 

  公布の日から施行する。ただし、２⑵については、令和９年４月

１日から施行する。 
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議案第４０号 

 

 

大田市企業立地奨励条例の一部を改正する条例制定について 

 

 

大田市企業立地奨励条例の一部を改正する条例を、別紙のとおり制 

 

定するものとする。 

 

 

令和８年８月３１日提出 

 

 

大田市長 楫 野 弘 和   
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大田市条例第  号 

   大田市企業立地奨励条例の一部を改正する条例 

 大田市企業立地奨励条例（平成１７年大田市条例第１７９号）の一

部を次のように改正する。 

 第２条第８号中「する」の次に「立地した事業所に勤務する」を加

え、同条第１２号中「認定企業が」の次に「立地した事業所における 

」を加え、同条第１３号中「当該利用者」の次に「が立地した事業所 

」を加え、同条第１４号中「認定企業が」の次に「立地した事業所に

おける」を加える。 

 第６条第１項中「予算の範囲内で助成金を」を「第２条第１項第１

０号から第１４号に掲げる助成金（以下「助成金」という。）を予算

の範囲内で」に改め、同項に次のただし書を加える。 

 ただし、一の認定計画が第４条第３項第２号アからサに掲げる複数  

の事業にまたがるものであっても、助成金の種類は主たる事業に基づ

いて決定し、同号アに掲げる事業に係る助成金と、同号（アを除く。 

）に掲げる事業に係る助成金とは併給しない。 

 第６条第２項を次のように改める。 

２ 助成金の交付額は、助成金の種類に応じ別表に定めるとおりとす

る。 

 第７条第１項第４号中「正当な理由」を「天災地変等の正当な理由 

」に改め、「、又は操業開始後８年以内に事業を休止したとき」を削

り、同項中第６号を第７号とし、第５号を第６号とし、第４号の次に

次の１号を加える。 

 ⑸ 操業開始後８年以内に事業を休止したとき。 

 第７条第２項中「交付を受けた企業」の次に「（第１０条の規定に

より認定企業の地位を承継したものを含む。）」を加える。 
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 第９条第１項第１号及び第２号中「認定企業が」の次に「立地した

事業所における」を加え、同項第３号中「操業」を「立地した事業所

における操業」に改める。 

 第１０条第２号中「営業」を「立地した事業所における事業」に改

め、同条に次の１号を加える。 

 ⑶ 立地した事業所における事業を会社分割した場合 その承継人 

   附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 
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   大田市企業立地奨励条例の一部改正に関する説明資料 

 

 

１ 改正の理由 

  大田市企業立地奨励条例に基づく助成金の交付等に関して、交付

の要件や返還に関する規定等について、条文上の文言を整理するも

の。 

 

２ 改正の内容 

 ⑴ 助成金に関する要件や対象に関すること 

  ア 助成金の交付要件である常用従業員と助成金の対象範囲とが

立地した事業所に限ることを明文化する改正を行う。 

（第２条第１項第８号、第１２号から第１４号まで） 

 

  イ 助成金の範囲を明確化するとともに、業種ごとに併給しない

ことを明文化する改正を行う。 

（第６条第１項、第２項） 

 

 ⑵ 計画認定の取消しや助成金返還に関すること 

  ア 立地についての計画の認定の取消しに係る要件について、正

当な理由の例が天災地変等であることなどを明文化する改正を

行う。 

（第７条第１項第４号から第７号まで） 

 

  イ 助成金の返還に関して、認定企業の地位を承継したものも対

象に含む旨を明文化する改正を行う。 

（第７条第２項） 

 

 ⑶ 認定企業が行う届出に関すること 

  ア 認定企業が行うこととしている届出の事由について、その対

象範囲は立地した事業所であることを明文化する改正を行う。 
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（第９条第１項第１号から第３号まで） 

 

 ⑷ 認定企業の地位の承継に関すること 

  ア 認定企業の地位を承継したものの位置付けについて、明文化

する改正を行う。 

（第１０条第２号、第３号） 

 

３ 施行期日 

公布の日から施行する。 
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議案第４１号 

 

 

大田市やきものの里の設置及び管理に関する条例の一部を改正

する条例制定について 

 

 

大田市やきものの里の設置及び管理に関する条例の一部を改正する 

 

条例を、別紙のとおり制定するものとする。 

 

 

令和８年８月３１日提出 

 

 

大田市長 楫 野 弘 和   
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大田市条例第  号 

   大田市やきものの里の設置及び管理に関する条例の一部を改正

する条例 

 大田市やきものの里の設置及び管理に関する条例（平成１７年大田

市条例第１９３号）の一部を次のように改正する。 

 第７条第１号を次のように改める。 

 ⑴ 火曜日及び水曜日。ただし、次のアからウまでに掲げる場合は、

当該アからウまでに定める日とする。 

  ア 火曜日が国民の祝日に関する法律（昭和２３年法律第１７８

号）に規定する休日（１月１日を除く。以下「休日」という。

）である場合（ウに掲げる場合を除く。） その日後の最初の

日曜日、火曜日、水曜日若しくは土曜日又は休日（以下「日曜

日等」という。）でない日 

  イ 水曜日が休日である場合（ウに掲げる場合を除く。） その

日後の最初の日曜日等でない日 

  ウ 連続する火曜日及び水曜日がいずれも休日である場合 それ

らの日後の最初の日曜日等でない日及び当該日曜日等でない日

後の最初の日曜日等でない日 

   附 則 

 この条例は、令和９年４月１日から施行する。 
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   大田市やきものの里の設置及び管理に関する条例の一部改正に 

   関する説明資料 

 

１ 改正の理由 

 

やきものの里の指定管理の更新に伴い、所要の改正を行うもの。 

 

２ 改正の内容 

⑴ やきものの里の休館日を改める。 

現行 改正案 

水曜日 

（その日が休日の場合は、そ

の翌日） 

火曜日及び水曜日 

（火曜日又は水曜日が休日の

場合は、その翌日以後、直近

の日曜日、火曜日、水曜日若

しくは土曜日又は休日以外の

日） 

12 月 29 日から翌年の 1 月 3 日

まで 

変更なし 

※この表中「休日」とは、国民の祝日に関する法律に規定する 

休日をいう。（ただし、１月１日を除く。） 

（第７条） 

 

３ 施行期日 

 

令和９年４月１日から施行する。 
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議案第４２号 

 

 

大田市都市公園条例の一部を改正する条例制定について 

 

 

大田市都市公園条例の一部を改正する条例を、別紙のとおり制定す 

 

るものとする。 

 

 

令和８年８月３１日提出 

 

 

大田市長 楫 野 弘 和   
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大田市条例第  号 

   大田市都市公園条例の一部を改正する条例 

 大田市都市公園条例（平成１７年大田市条例第２０１号）の一部を 

次のように改正する。 

 別表第３を次のように改める。 

別表第３（第１１条、第１８条関係） 

 ⑴ 占用使用料（貸切りの場合） 

公園及び施設名 使用料（１時間当たり） 

大田市

民公園 

大田総合体育

館 

競技場 ３，４００円 

柔道場 ５００円 

剣道場 ５００円 

卓球場 ５００円 

トレーニング室 ５００円 

研修室 ３００円 

大田市民球場 ７００円 

大田市民庭球場（１面につき） ４００円 

弓道場 ３００円 

大田市民プール ４，０００円 

大田野外ホール ４００円 

櫛島公

園 

温泉津総合運動場 ４００円 

温泉津総合体

育館 

体育室 １，０００円 

会議室 ２００円 

ミーティングルー

ム 

２００円 

仁摩健

康公園 

仁摩多目的広場 ８００円 

仁摩テニスコート（１面につき） ４００円 
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備考 

１ 営利を目的として使用する場合は、この表に定める金額の１

０割相当額を加算する。 

２ 入場料又はこれに類するものを徴収して使用する場合は、こ

の表に定める金額の２０割相当額を加算する。 

３ 大田総合体育館（研修室を除く。）又は温泉津総合体育館体

育室をアマチュアスポーツ以外に使用する場合は、この表に定

める金額の１０割相当額を加算する。 

４ 大田総合体育館競技場又は温泉津総合体育館体育室の２分の

１を使用する場合は、この表に定める金額（前３号に該当する

場合は、当該規定により算定した額）の５割相当額とする。 

５ 高校生以下（市内に住所を有する者に限る。）の使用は、こ

の表に定める金額（前各号に該当する場合は、当該規定により

算定した額）の５割相当額とする。 

６ 別表第１に規定する使用時間を超えて施設を使用する場合

は、この表に定める金額（前各号に該当する場合は、当該規定

により算定した額）の２割相当額を加算する。 

７ ２日以上にわたり使用する場合において、原状回復を行わず

他の使用を妨げるときは、使用されない時間も通常の使用とみ

なして計算する。 

８ 大田総合体育館競技場、柔道場、剣道場又は卓球場の冷暖房

設備を使用する場合は、この表に定める金額の５割相当額を加

算する。 

９ 使用時間が１時間未満であるときは、１時間とし、使用時間

が１時間を超える場合において１時間未満の端数があるとき

は、これを１時間として計算する。 
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１０ 使用料の額には、消費税及び地方消費税相当額を含む。  

 ⑵ 個人使用料（貸切りでない場合） 

公園及び施設名 単位 使用料（１人当たり） 

大田市

民公園 

大田総

合体育

館 

競技場 １時間当たり ４００円 

柔道場 １回当たり（３

時間まで） 

４００円 

剣道場 １回当たり（３

時間まで） 

４００円 

卓球場 １回当たり（３

時間まで） 

４００円 

トレーニン

グ室 

１回当たり（３

時間まで） 

４００円 

弓道場 １回当たり（３

時間まで） 

２００円 

大田市民プール １回当たり（３

時間まで） 

４００円 

備考 

１ 高校生以下（市内に住所を有する者に限る。）の使用は、こ

の表に定める金額の５割相当額とする。ただし、乳幼児（市内

に住所を有する者に限る。）の使用は、無料とする。 

２ 使用時間が１時間未満であるときは、１時間とし、使用時間

が１時間を超える場合において１時間未満の端数があるとき

は、これを１時間として計算する。 

３ 別表第１に規定する使用時間を超えて施設を使用する場合

は、この表に定める金額（第１号に該当する場合は、当該規定

により算定した額）の２割相当額を加算する。 
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４ 使用料の額には、消費税及び地方消費税相当額を含む。 

 ⑶ 附属設備等使用料 

公園及び施設名 区分 単位 使用料 

大田

市民

公園 

大田総合体

育館 

放送設備 一式（１回当

たり） 

２，０００円 

シート １枚（１回当

たり） 

２００円 

折りたたみ椅子 １脚（１回当

たり） 

３０円 

机 １脚（１回当

たり） 

５０円 

組立ステージ 一式（１回当

たり） 

１，３００円 

卓球台 １台（１回当

たり） 

２００円 

大田市民球

場 

夜間照明灯 一式（１時間

当たり） 

５，５００円 

放

送

設

備

等 

スコアボー

ド全面使用 

一式（１時間

当たり） 

６００円 

スコアボー

ド半面使用 

一式（１時間

当たり） 

３００円 

スコアボー

ド未使用 

一式（１時間

当たり） 

１５０円 

大田市民庭

球場（１面

につき） 

夜間照明灯 一式（１時間

当たり） 

６００円 
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仁摩

健康

公園 

仁摩多目的

広場 

夜間照明灯 一式（１時間

当たり） 

５，０００円 

仁摩テニス

コート（１

面につき） 

夜間照明灯 一式（１時間

当たり） 

６００円 

備考 

１ 夜間照明灯又は大田市民球場放送設備等の使用時間が１時間

未満であるときは、１時間とし、使用時間が１時間を超える場

合において１時間未満の端数があるときは、これを１時間とし

て計算する。 

２ 使用料の額には、消費税及び地方消費税相当額を含む。  

   附 則 

 この条例は、令和９年４月１日から施行する。 
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   大田市都市公園条例の一部改正に関する説明資料 

 

 

１ 改正の理由 

「大田市使用料及び手数料の見直しに関する基本方針」に基づき、

指定管理施設については指定管理の更新ごとに使用料の見直しを行

うこととしており、この度、定期見直しの時期を迎えることから、

使用料を適正な料金に改定するため、所要の改正等を行う。 

 

２ 改正の内容（新旧比較表は別紙のとおり） 

占用使用料（貸切りの場合）について、大田総合体育館競技場、

大田市民プール及び温泉津総合体育館体育室の使用料を改定し、併

せて、大田総合体育館競技場、柔道場、剣道場又は卓球場において、

冷暖房設備を使用する場合の使用料の規定を新設する。 

また、個人使用料（貸切りでない場合）について、大田総合体育

館競技場、柔道場、剣道場、卓球場及びトレーニング室並びに大田

市民プールの使用料を改定する。 

（別表第３） 

 

３ 施行期日 

令和９年４月１日から施行する。 
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新旧比較表 

 

別表第３⑴ 占用使用料（貸切りの場合） 

公園及び施設名 現行 

使用料（１時間当たり） 

改正案 

使用料（１時間当たり） 
差額 

大田総合体

育館 

競技場 ２，８００円 ３，４００円 +600円 

柔道場 ５００円 ５００円 ±0円 

剣道場 ５００円 ５００円 ±0円 

卓球場 ５００円 ５００円 ±0円 

トレーニング室 ５００円 ５００円 ±0円 

研修室 ３００円 ３００円 ±0円 

大田市民球場 ７００円 ７００円 ±0円 

大田市民庭球場（１面につき） ４００円 ４００円 ±0円 

弓道場 ３００円 ３００円 ±0円 

大田市民プール ３，３００円 ４，０００円 +700円 

大田野外ホール ４００円 ４００円 ±0円 

温泉津総合運動場 ４００円 ４００円 ±0円 

温泉津総合

体育館 

体育室 ８００円 １，０００円 +200円 

会議室 ２００円 ２００円 ±0円 

ミーティングルーム ２００円 ２００円 ±0円 

仁摩多目的広場 ８００円 ８００円 ±0円 

仁摩テニスコート（１面につき） ４００円 ４００円 ±0円 

【新規規定】 

 大田総合体育館競技場、柔道場、剣道場又は卓球場の冷暖房設備を使用する場合は、この表に定める金額の５割 

相当額を加算する。 

 

別表第３⑵ 個人使用料(貸切りでない場合) 

公園及び施設名 現行 

使用料（1人当たり） 

改正案 

使用料（1人当たり） 
差額 

大田総合

体育館 

競技場 1時間当たり ３００円 ４００円 +100円 

柔道場 １回当たり（3時間まで） ３００円 ４００円 +100円 

剣道場 １回当たり（3時間まで） ３００円 ４００円 +100円 

卓球場 １回当たり（3時間まで） ３００円 ４００円 +100円 

トレーニング室 １回当たり（3時間まで） ３００円 ４００円 +100円 

弓道場 １回当たり（3時間まで） ２００円 ２００円 ±0円 

大田市民プール １回当たり（3時間まで） ３００円 ４００円 +100円 

別紙 
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議案第４３号 

 

 

大田市景観条例の一部を改正する条例制定について 

 

 

大田市景観条例の一部を改正する条例を、別紙のとおり制定するも 

 

のとする。 

 

 

令和８年８月３１日提出 

 

 

大田市長 楫 野 弘 和   

-57-



大田市条例第  号 

   大田市景観条例の一部を改正する条例 

大田市景観条例（平成２１年大田市条例第２５号）の一部を次のよ

うに改正する。 

第１０条中「第１６条第７項第１１号」を「第１６条第８項第１２

号」に改める。 

第２０条中「第１６条第７項各号」を「第１６条第８項各号」に改

める。 

附 則 

この条例は、都市再生特別措置法等の一部を改正する法律（令和８

年法律第２３号）附則第１条本文の政令で定める日又はこの条例の公

布の日のいずれか遅い日から施行する。 
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大田市景観条例の一部改正に関する説明資料 

 

１ 改正の理由 

 

景観法の一部改正に伴い、所要の改正を行うもの。 

 

２ 改正の内容 

 ⑴ 引用条項の移動 

 

「第１６条第７項第１１号」を「第１６条第８項第１２号」に

改める。 

（第１０条） 

 

「第１６条第７項各号」を「第１６条第８項各号」に改める。 

（第２０条） 

 

 

３ 施行期日 

 

都市再生特別措置法等の一部を改正する法律附則第１条本文の政

令で定める日又はこの条例の公布の日のいずれか遅い日から施行す

る。 
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議案第４４号 

 

 

大田市立学校設置に関する条例の一部を改正する条例制定につ

いて 

 

 

大田市立学校設置に関する条例の一部を改正する条例を、別紙のと 

 

おり制定するものとする。 

 

 

令和８年８月３１日提出 

 

 

大田市長 楫 野 弘 和   
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大田市条例第  号 

   大田市立学校設置に関する条例の一部を改正する条例 

大田市立学校設置に関する条例（平成１７年大田市条例第８３号）

の一部を次のように改正する。 

別表大田市立朝波小学校の項及び大田市立第三中学校の項を削る。 

附 則 

この条例は、令和９年４月１日から施行する。 
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大田市立学校設置に関する条例の一部改正に関する説明資料 

 

１ 改正の理由 

 

児童数の減少に伴い、朝波小学校と久手小学校を統合し、また、

第三中学校を閉校するため、所要の改正を行うもの。 

 

 

２ 改正の内容 

 

大田市立小学校の表から、大田市立朝波小学校の項を削る。 

大田市立中学校の表から、大田市立第三中学校の項を削る。 

（別表） 

 

３ 施行期日 

 

令和９年４月１日から施行する。 
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議案第４５号 

 

 

大田市森林総合利用施設高山キャンプ場の設置及び管理に関す

る条例を廃止する条例制定について 

 

 

大田市森林総合利用施設高山キャンプ場の設置及び管理に関する条 

 

例を廃止する条例を、別紙のとおり制定するものとする。 

 

 

令和８年８月３１日提出 

 

 

大田市長 楫 野 弘 和   
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大田市条例第  号 

大田市森林総合利用施設高山キャンプ場の設置及び管理に関す

る条例を廃止する条例 

大田市森林総合利用施設高山キャンプ場の設置及び管理に関する条

例（平成１７年大田市条例第１７０号）は、廃止する。 

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 
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大田市森林総合利用施設高山キャンプ場の設置及び管理に関す

る条例の廃止に関する説明資料 

 

 

１ 廃止の理由 

 

管理すべき高山キャンプ場施設がなくなることから、条例を廃止

するもの。 

名称 位置 廃止理由 

高山キャンプ場 
大田市仁摩町大国高山 

周辺区域 

平成９年より施設を閉

鎖しており、耐用年数

が満了し解体を行うた

め。 

 

２ 施行期日 

 

公布の日から施行する。 

-65-



議案第４６号 

 

 

   第３次大田市総合計画基本構想の策定について 

 

 

 大田市総合計画策定条例（平成２９年大田市条例第１９号）第８条 

 

の規定に基づき、第３次大田市総合計画基本構想を別冊のとおり策定 

 

することについて、議会の議決を求める。 

 

 

  令和８年８月３１日提出 

 

 

大田市長 楫 野 弘 和   
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（参考資料） 

 

大田市総合計画策定条例（抜粋） 

 

（議会の議決） 

第８条 市長は、基本構想を策定し、又は変更しようとするときは、

議会の議決を経るものとする。 
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議案第４７号 

 

 

大田葬斎場長寿命化改修工事（建築主体工事）請負変更契

約の締結について 

 

次のとおり、大田葬斎場長寿命化改修工事（建築主体工事）請負変

更契約を締結することについて、地方自治法（昭和２２年法律第６７

号）第９６条第１項第５号の規定により、議会の議決を求める。 

 

 

  令和８年８月３１日提出 

 

 

                 大田市長 楫 野 弘 和   

 

 

項目 変更前 変更後 

契約の目的 
大田葬斎場長寿命化改修工

事（建築主体工事）の請負 
同左 

契約の方法 一般競争入札 同左 

契約の金額 137,170,000円 182,584,600円 

契約の相手方 

株式会社 はたの産業 

代表取締役 波多野 瑠璃子 

大田市大田町大田イ６６０

番地１３ 

同左 
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（参考資料） 

 

地方自治法（抜粋） 

 

〔議決事件〕 

第９６条 普通地方公共団体の議会は、次に掲げる事件を議決しなけ

ればならない。 

⑴～⑷ 略 

⑸ その種類及び金額について政令で定める基準に従い条例で定め

る契約を締結すること。 

（以下略） 

 

 

 

  大田市議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関す

る条例（抜粋） 

 

（議会の議決に付すべき契約） 

第２条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第９６条第１項第５

号の規定により議会の議決に付さなければならない契約は、予定価

格１億５，０００万円以上の工事又は製造の請負とする。 
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大田葬斎場長寿命化改修工事（建築主体工事）請負変更契

約の締結に関する説明資料 

 

 

１ 変更理由 

 

  施工前調査及び施工段階において判明した事項に対応するため、

必要となった外壁・改修工事を変更・追加するもの。 

  また、当初別発注を予定していた外構工事を、本工事の追加工事

として一体的に施工することから、下記のとおり工事費の増額を

するもの。 

 

２ 変更の内容 

 

  工事費の増額 

 

項目 変更前 変更後 増減額 

契約の金額 137,170,000円 182,584,600円 45,414,600円 
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議案第４８号 

 

 

         損害賠償の額の決定について 

 

 

 次のとおり、損害賠償の額を決定することについて、地方自治法（

昭和２２年法律第６７号）第９６条第１項第１３号の規定により、議

会の議決を求める。 

 

  令和８年８月３１日提出 

 

                 大田市長 楫 野 弘 和 

 

１ 今回決定する損害賠償の額 

  １，４５７，７４６円 

    支払い済みの損害賠償の額 ２，１３７，４２８円 

    損害賠償の額の合計額   ３，５９５，１７４円 

 

２ 相 手 方 

  大田市在住個人 

 

３ 事案の概要 

令和３年１１月１６日に市道二中前線で発生した転落事故（以

下「本件事故」という。）について相手方から提出された根拠（

領収書や診断書等）に基づく損害賠償額を提示し、大田市が直接

相手方と示談交渉を行ったが解決には至らなかった。  

そのため、令和６年３月２５日に代理人（弁護士）に委任し、

文書にて再度損害賠償額の提示を行ったが解決には至らず、当事

者間での交渉では解決が困難と判断し、令和７年１月６日に出雲

簡易裁判所に対して債務不存在確認調停を申し立てた。その結果、
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第１回調停時に相手方から同意書の提出があったので実際の通院

期間の把握に伴う損害賠償額の提示を第２回調停時に行った。し

かし、その際に本件事故によって後遺障害が発生したと主張があ

ったため、第３回調停時に後遺障害診断書等の後遺障害の発生を

裏付ける資料の提出を求めたが結局提出はなく、後遺障害の発生

の有無が把握出来ず、話し合いによる解決が困難となり、調停不

成立となった。 

この状況を踏まえて、損害賠償債務を確定するために訴えを提

起したもの。 

 

４ 判決の要旨 

 ⑴ 大田市の相手方に対する本件事故に関する損害賠償債務は、金

１，４５７，７４６円を超えては存在しないことを確認する。 

 ⑵ 訴訟費用はこれを１００分し、その３を大田市の負担とし、そ

の余を相手方の負担とする。 

 

５ 議決後の対応 

 ⑴ 相手方が大田市からの損害賠償額の支払に応じる場合は、速や

かに相手方へ今回決定した損害賠償額を支払う。 

 ⑵ 相手方が大田市からの損害賠償額の支払に応じない場合は、今

回決定した損害賠償額を供託金として法務局へ届け出る。 
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（参考資料） 

 

  地方自治法（抜粋） 

 

 〔議決事件〕 

第９６条 普通地方公共団体の議会は、次に掲げる事件を議決しなけ

 ればならない。 

⑴～⑿ 略 

⒀ 法律上その義務に属する損害賠償の額を定めること。 

（以下略） 
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